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１、はじめに
今日では核家族世帯の増加、共働き世帯やひとり親世帯の増加にともない、留守家庭の子ど
もを預かる学童保育１）の必要性は高まっている。学童保育（放課後児童クラブ２））の運営につ
いては、これまで全国的に統一された基準が設けられてこなかったため、それぞれの地域ごと
に多様な運営のやり方がなされてきた。２０１５年４月に導入される予定の子ども・子育て支援新
制度においては、各市町村は市町村子ども・子育て支援事業計画に、放課後児童クラブへの需
要の見込みと見込み量の確保策を記載し、放課後児童クラブの提供体制を計画的に確保するも
のとされている。また市町村は、放課後児童健全育成事業の設備・運営の基準を、条例で定め
ることが義務づけられた。このように現在、各市町村は、子どもの放課後施策について再検討
することを迫られているが、その際には、他の地域における学童保育（放課後児童クラブ）の
現状と課題についての議論が参考になるものと考えられる。
学童保育（放課後児童クラブ）の現状については、これまで全国的な実態調査がいくつかな
されている。全国学童保育連絡協議会は、４～５年ごとに学童保育の詳しい実態調査を行い、
調査結果を公表している。３）厚生労働省は、毎年、全国の市町村を対象にして、放課後児童健
全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況の調査を行っている。４）国民生活センターは、２００９
年に都道府県と市区町村を対象として、学童保育の環境整備に関する調査を実施している。５）
これらの全国的な実態調査結果は、各市町村が全国的な水準と照らし合わせて、それぞれの地
域の状況をみる際に役立つものと考えられる。
また特定の地域の学童保育（放課後児童クラブ）を対象とした実態調査も、いくつかなされ
ている。放課後児童健全育成事業が法定事業化された１９９７年以降では、長野県（原［２００３］）６）、
京都市（富田・三浦［２００３］）７）、神奈川県（齋藤・山崎［２００３］、江野口・山崎［２００４ａ］）８）、
静岡県（川島・山田［２００３］）９）、東京都墨田区（江野口・山崎［２００４ｂ］）１０）、松山市（金子・
鎌田［２００４］）１１）、岩手県（齋藤・大塚［２００６］）１２）、Ｋ市（田上・鈴井［２００９］）１３）、山梨県（手
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塚・中野・野中［２００９］）１４）、鹿児島県（「鹿児島県学童保育白書」編集委員会編［２０１１］）１５）、北
九州市（藤原・鈴木・秋武・岡・小笹（香川）・富増［２０１１］）１６）での調査などが実施されてい
る。
これらの調査結果とそれにもとづいた考察は、各市町村が自らの地域の現状を評価する際に、
有益な情報となるものと思われる。特定の地域の事情について詳しく知ることで、各市町村は、
自らの地域における運営の利点を再確認したり、共通の課題を見出したり、他の地域の優れた
運営のやり方から学ぶことが可能になると考えられる。
２、Ａ市・児童センターにおける実態調査
本稿では、北陸地方の小都市であるＡ市の児童センター１７）を対象とした実態調査にもとづき、
放課後児童クラブを実施している児童センター（児童館１８））の環境整備について考察を行って
いる。Ａ市では、公立公営で市内に１０か所ある児童センター（児童館）において、放課後児童
クラブを実施している。放課後児童クラブと児童館とは一体的な運営がなされている。
Ａ市は、人口約２５，０００人（２０１３年１０月末現在）、面積約２５０、周辺を１０００ｍ級の山々に囲ま
れた田園都市である。Ａ市は広い山林や川などの豊かな自然環境に恵まれているが、近年では
不審者への不安などもあり、放課後の子どもの安全に対する関心が高まっている。Ａ市ではも
ともと共働き世帯の比率が高く、下校時に保護者が不在である家庭も少なくない。そのため小
学生の放課後の居場所づくりが重要な課題となっている。
Ａ市では子育て支援の積極的な取り組みが進められ、小学１年生から６年生までのすべての
児童が、平日の放課後・土曜日・長期休暇時に無料で児童センターを利用できるという仕組み
が作られてきた。日中に保護者等が不在となる留守家庭児童でなくても、希望があれば実質的
に児童センターの預かり児童として受け入れているという点が、特に先進的である。また後述
するように各児童センターにおいては、充実した放課後活動がなされている。
Ａ市のように、放課後児童クラブを実施している児童センターの利用料が無料で、留守家庭
児童でなくても実質的に児童センターの預かり児童として受け入れているという市町村は、全
国的にみても稀である。こうした先進的な取り組みを行っていることから、筆者はＡ市を対象
として調査を行った。このＡ市の先進的な取り組みの意義については、他稿で主題として論じ
る予定である。
以上のようにＡ市の取り組みには先進的な面があるが、聞き取り調査を通じて、Ａ市の児童
センターには、いくつかの課題があることも見出された。本稿では、Ａ市・児童センターにお
ける課題のなかで、利用者数・施設・職員数の問題に絞り込んで詳しい検討を行っている。
調査としては、２０１３年６月から９月にかけて、Ａ市・児童センターの職員（５人）、児童セン
ター所長、Ａ市担当課職員に聞き取りを行った。本稿での記述は、この聞き取り調査に基づい
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ている。なお聞き取りにおいて語られた内容は、本文中の「 」内に記述し、「 」中の（ ）
内には筆者による補足説明を記述している。
学童保育（放課後児童クラブ）の利用者数・施設・職員数については、前述した３つの全国
的な調査のなかで、調査結果の数値が示されている。これらの調査結果は、全国での平均的な
水準を知るうえで有益な情報となる。本稿では、これらの調査結果を参考にしながら、Ａ市と
いう特定の地域に調査対象を絞り込むことで、利用者数・施設・職員数について、より具体的
で詳細な情報を把握することを試みている。
また学童保育（放課後児童クラブ）の利用者数・施設・職員数については、前述した特定の
地域における実態調査においても調査項目としても取り上げられ、調査結果が示されている。
そのなかで特定の市町村を対象としたものとしては、前述したように京都市・松山市・Ｋ市・
北九州市において実態調査が行われている。
富田・三浦による京都市の調査では、回答のあった６０施設の登録児童数と１日あたり来館児
童数の分布が示されている。登録児童数が京都市の基準（１施設あたり６０人）をこえる施設も
あれば、１０人以下という施設もあり、各施設のスタッフ（正規職員）は４～５人（児童館の場
合は児童館運営スタッフを含む）で統一されているため、施設間でのスタッフ／児童割合の格
差があると指摘されている。育成室の面積については、登録児童１人当たり１．６５㎡の基準を満
たしていない施設が８割近くに上ることが明らかにされている。１９）
金子・鎌田による松山市の調査では、回答のあった市内３５クラブの在籍児童数の分布が示さ
れ、在籍児童数が４０名以上のクラブが１５箇所あり、そのうち在籍児童数が５０名以上のクラブも
８箇所あることが示されている。施設については、指導員全体の６割以上が施設を狭いと感じ
ていること、指導員たちは新たに加えたい設備として、「外遊びできる場所」「トイレ」「倉庫・
物置」「静養室」などをあげていることが指摘されている。職員数については、常勤と非常勤（短
期アルバイトを除く）をあわせて３名から７名の体制であり、児童数に比例したものとなって
いないこと、市の委託金の支給基準（児童１０名～３５名に指導員２名、児童３６名～７０名に指導員
３名、児童７１名以上に指導員４名）が現状と一致していないことが明らかにされている。２０）
田上・鈴井によるＫ市の調査では、Ｋ市内の６２施設の入所児童数について、１施設あたりの
平均入所児童数は５３．２人であり、７１人以上の施設の割合が２４．２％であることが示されている。
施設・設備については、２００８年にＫ市独自の標準設備基準（畳：１５畳が標準、流し台、換気扇、
ガスコンロ、ロッカー、靴箱、電気設備）を定めているが、プレイルーム・静養室・事務室・
台所設備・トイレ・シャワーといった設備が基準に含まれておらず、設備基準が不十分である
と論じられている。指導員については、Ｋ市の指導員全員が非正規社員であり、１施設当たり
の平均指導員数は５．７人であることが示され、非正規社員の指導員を多く配置するローテーシ
ョン勤務体制の問題性が指摘されている。２１）
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藤原・鈴木らによる北九州市の調査では、北九州市内の回答のあった５５クラブの児童定員数
の分布が示され、７１人～９９人が５クラブ（９．１％）、１００人以上が５クラブ（９．１％）あることが
示されている。施設の静養スペースについては、「静養の場はない」との回答が４５．５％で最も
多く、スペースがあっても専用の部屋ではなく、児童が過ごす室内の一角を静養スペースにし
ている場合が多いと指摘されている。事務スペースも児童が過ごす部屋の中にコーナーとして
設けられている場合が多いことが示され、児童数にたいしてトイレ（便器）数が少ないところ
や個室トイレが男女共用のところがあると指摘されている。活動室の室内環境に対する主任指
導員の満足度においては、「部屋の広さ」の項目で「不満」と「やや不満」の合計が６５．５％と
高いことが示され、適切な広さの確保が必要であると論じられている。２２）
本稿では、これらの市に比べて、人口規模がより小さい地方小都市であるＡ市での実態調査
にもとづいた考察を行い、人口規模の小さい地方小都市における子どもの放課後活動の現状と
課題について、利用者数・施設・職員数の側面に焦点をしぼって明らかにすることを試みてい
る。
またこれらの市の調査においては、主に質問紙での調査によって現状が把握されている。京
都市の調査では、１４か所の施設でスタッフへのヒアリングを実施し、近年の学童保育を取り巻
く状況についてたずねている。そして「やりにくくなった」と答えた施設では理由を聞き、そ
の背景について考察しているが、ヒアリングにもとづく詳しい分析はなされていない。２３）Ｋ市
での調査では、Ｋ市・児童福祉課や学童保育連絡協議会支部長への聞き取り調査がなされてい
るが、その目的はデータの補足であり、各施設の指導員に対する聞き取りはなされていない。２４）
これに対して本稿では、利用者数・施設・職員数についての客観的なデータを調査するのと
同時に、各児童センターの職員・児童センター所長・担当課職員に聞き取りをすることで、よ
り詳しい状況の把握を試みている。客観的なデータを把握するのと同時に、聞き取り調査によ
って児童センターでの活動について具体的な詳しい状況を把握することで、子どもの放課後活
動の現状と課題について掘り下げた考察を行おうとしている。
本稿で検討しているのは、Ａ市・児童センターの利用者数・施設・職員数についての問題で
あり、Ａ市の事例のみを検討することで、全国的な学童保育（放課後児童クラブ）の環境整備
全般について論じることはできない。しかしＡ市・児童センターでの調査から見出された事柄
の一部は、他の地域においても共通して認められる可能性がある。８節では、Ａ市・児童セン
ターでの調査から見出された事柄について、３点に整理して議論を行っている。
３、Ａ市・児童センターの基本データ
Ａ市内には、１０か所の児童センターが開設されており、すべて公立公営で運営されている。
Ａ市の児童センターは、学校内にあるものは児童教室、学校外のものは規模によって児童セン
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ター・児童館・児童ホールという名称となっているが、基本的な役割は同一であり、Ａ市では
「児童センター」と総称しているため、本稿でもすべて「児童センター」として記述すること
にする。２５）２０１２年度における各児童センターの基本データをまとめたものが表１である。
児童センターは、基本的に１つの小学校区に１か所置かれているが、市内で全校児童数が最
も多い小学校に対しては、ａ児童センターとｂ児童センター（小学校内）の２つの児童センタ
ーを設置している。その小学校に通う子どもたちを居住地区によって２つのグループに分け、
居住地区により指定された児童センター（ａ児童センターもしくはｂ児童センター）に登録し
て利用することが可能となっている。
ａ児童センターとｂ児童センター以外のところでは、１つの小学校区に対して１つの児童セ
ンターが置かれている。子どもたちは、自分の通う小学校の学区内にある児童センターに登録
表１ ２０１２年度におけるA市・児童センターの基本データ
出展：各児童センターの運営委員会資料と聞き取りにもとづき筆者作成
児童センター ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ｈ ｉ ｊ
開設年 １９８１年 ２００７年
１９８２年
→２０１０年
１９７９年
→２０１０年
１９８６年
１９８８年
→２０００年
１９９６年
１９９６年
→２０１１年
２００４年
２００６年
→２００７年
施設
２部屋
（７８㎡）、
事務室、
ホール、
台所、
屋外遊び場
２部屋
（１部屋内
に事務スペ
ース）
（１４４㎡）、
（小学校の
体育館、
校庭）
３部屋
（１部屋内
に台所）
（２２０㎡）、
事務室、
（小学校の
体育館、
校庭）
３部屋
（２３０㎡）、
（小学校の
体育館、
校庭）
２部屋
（４１㎡）、
図書室
（２４㎡）、
事務室、
ホール、
台所、
屋外遊び場
２部屋
（２３㎡、
３９㎡）、
図書室
（２８㎡）、
事務室、
ホール、
台所、
屋外遊び場
１部屋
（２９㎡）、
図書室
（２５㎡）、
事務室、
ホール
１部屋
（３３㎡）、
図書室
（１７㎡）、
事務室、
ホール、
台所
２部屋
（５３㎡）、
図書室
（１３㎡）、
事務室、
ホール、
台所
２部屋
（５３㎡）、
図書室
（３０㎡）、
事務室、
ホール、
台所
全校児童数 ４０６ ２１７ １９４ ９０ ８９ ８４ ３７ ３３ ２７
利用申請
登録人数
６８ １３０ １３２ ８５ ６５ ７５ ８０ ３７ ３３ ３０
通常月の平均
来所人数
２１．１ ４７ ４３ ２９．９ １３．７ ３０．９ ４１．２ ２０．８ ２５．３ １９．５
平日（土曜日以外）の
平均来所人数の推計値
２４．５ ５４．５ ４９．９ ３４．７ １５．９ ３５．８ ４７．８ ２４．１ ２９．３ ２２．６
利用者１人
当たりの広さ（㎡）
３．２ ２．６ ４．４ ６．６ ２．６ １．４ １．１ １．４ １．８ ２．３
全職員数
（見守りの人は含まず）
４ ５ ４ ４ ３ ３ ４ ３ ３ ３
嘱託職員の人数
（経験年数）
２（２５、８） ２（１８、９）
２（１８、４）
→１（１８）
２（１９、４）
→１（１９）
２（２１、８）
２（９、８）
→１（９）
２（１１、５） ２（２３、５） ２（９、１） ２（２２、５）
臨時職員の人数
（経験年数は０～１年）
２ ３ ２→３ ２→３ １ １→２ ２ １ １ １
見守りの人数
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し、利用することができる。
本節では、それぞれの児童センターの基本的なデータについて見ていこう。
第一に、各児童センターの開設年と施設は表１の通りである。
開設年については、ｃ・ｄ・ｆ・ｈ・ｊ児童センターは開設後に移転しているため、→の後に移
転した年を記している。
施設については、小学校内にある児童センター（ｂ・ｃ・ｄ児童センター）は、小学校の空き
教室を２～３部屋利用し、空いている時には小学校の体育館や校庭が使えるようになっている。
それ以外の児童センターには、子どもたちが過ごすいくつかの部屋と事務室とホールがある。
図書室や台所や屋外遊び場をもつ児童センターもある。子どもたちが過ごす部屋の面積の合計
は、表１の施設の欄の（ ）内に記している。２６）
第二に、各児童センターの利用者数について見ていこう。それぞれの小学校に通う全校児童
数のうち、利用申請登録をしている子どもの数が、利用申請登録人数である。Ａ市では、一度
でも児童センターを利用する場合には、利用申請登録をすることが必要である。そのため児童
センターを利用する可能性のある子どもは、すべて利用申請登録をしている。
ｊ児童センターにおいては、利用申請登録人数が全校児童数よりも多くなっている。普段は
Ａ市外に住んでいる子どもでも、親の実家がＡ市内にあり、長期休暇時にＡ市内の祖父母の家
に長期間滞在する場合には、その学区の児童センターを利用できることになっている。それゆ
えｊ児童センターでは、利用申請登録人数が全校児童数を上回っている。
各児童センターからは毎月の平均来所人数の報告があるが、児童センターの利用者数は、長
期休暇時（夏休み、冬休み、春休み）には少なくなる場合が多い。Ａ市の児童センターの大半
は学校のすぐ近くにあるため、子どもたちは学校帰りに児童センターに立ち寄って利用してい
るが、長期休暇時には、わざわざ児童センターまでやってこないという子どももいるからであ
る。そこで長期休暇を含まない５月・６月・９月・１０月・１１月・２月を通常月とし、「通常月
の平均来所人数」を算出した。２７）
各児童センターの平均来所人数は、その月の開館日すべての来所人数の平均として算出され
ている。開館日には土曜日も含まれているが、土曜日には平日に比べて来所者がかなり少なく
なる児童センターが多い。そこで聞き取りで得た情報に基づき、「土曜日の来所人数」を「平
日（土曜日以外）の平均来所人数」の６分の１と仮定して、「通常月の平均来所人数」から「平
日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」を算出した。２８）
「利用者１人当たりの広さ（㎡）」については、各児童センターの施設において子どもが過ご
す部屋の面積の合計を、「平日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」で割ることにより、
児童センターごとに算出している。
第三に、各児童センターの職員数について見ていこう。
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Ａ市の児童センターの職員は、嘱託職員と臨時職員とからなる。各児童センターには、３人
から５人の職員（嘱託職員と臨時職員）が配置されている。嘱託職員は、各児童センターに２
人ずつ配置されており、嘱託職員の２０１２年４月時点での経験年数は１～２５年である。嘱託職員
の経験年数は、「嘱託職員の人数」の欄の（ ）内に記している。例えばａ児童センターでは
「嘱託職員の人数」の欄は２（２５、８）となっているが、これは、経験年数が２５年の職員と、
経験年数が８年の職員の２人が配置されているという意味である。臨時職員は各児童センター
に１～３人配置されており、２０１２年４月時点での経験年数は、すべて０～１年である。
２０１２年度においては、嘱託職員のうち、ｃ・ｄ・ｆ児童センターに配置されていた３人が育児
休暇を取得した。「嘱託職員の人数」の欄に→で示しているように、育児休暇中は嘱託職員が
１人となり、臨時職員が１人増員されている。例えばｃ児童センターにおいては、経験年数が
４年の嘱託職員が育児休暇を取得し、その間は経験年数が１８年の嘱託職員が１人と臨時職員が
３人という配置となっている。
Ａ市の児童センターでは、障害のある子どもであっても、学区内の小学校に通う子どもであ
れば基本的に受け入れている。そのなかで常に見守りを必要とする子どもがいる場合には、シ
ルバー人材センターに依頼し、見守り要員を配置している。２０１２年度においては、ｄ児童セン
ターに２人配置されている。
最後に、各児童センターの小学校からの距離は表１の通りであり、ｅ児童センター以外は小
学校から近いところに開設されている。
以上で１０か所の児童センターの基本データについて見てきた。児童センターの職員への聞き
取りは、Ａ市担当課と相談の上、タイプの異なる５つの児童センター（ｂ・ｅ・ｆ・ｇ・ｈ児童セ
ンター）で実施した。各児童センターで最も経験年数の長い嘱託職員に対して、それぞれ１時
間半から２時間２０分程度の時間で聞き取りを行った。２つの児童センターでは、聞き取りの後
に子どもたちの様子を見学させてもらった。また１つの児童センターの行事に、一度参加させ
てもらった。
またＡ市では１人の職員が、児童センター所長として、市内１０か所のすべての児童センター
の所長の役割を担っている。この児童センター所長とＡ市の担当課職員に対しても２時間３０分
程度の時間で聞き取りを行った。
４、児童センターでの活動
前述したようにＡ市では、小学１年生から６年生までのすべての児童が、平日の放課後・土
曜日・長期休暇時に無料で児童センターを利用できる。日中に保護者等が不在となる留守家庭
児童でなくても、希望があれば実質的に児童センターの預かり児童として受け入れてもらうこ
とが可能である。児童センターは、平日は１３時半から１８時まで、土曜日と長期休暇時は朝８時
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から１８時まで開館している。Ａ市では、保護者にとって児童センターを利用しやすい仕組みが
作られているといえる。
２００８年にＡ市が行った「Ａ市の次世代育成に関するニーズ調査」では、保護者の自由記述欄
での回答として、「子どもが小学校入学時に市外から引っ越してきたが、Ａ市の学童保育の充
実に驚いた。児童センターの利用が無料であることや学年制限がないこと、保護者の就労状況
に関して厳しいチェックがないことなど、とても助かる。ありがたい。」といった記述がみられ
る。（Ａ市健康福祉部［２０１０：３８］）Ａ市の制度に対する市民の評価は高いものと推察される。
本節ではＡ市の児童センターでの活動の概要について見ていこう。各児童センターでの活動
スケジュールは、児童センターごとに異なる部分もあるが、おおむね以下のようなものである。
まず平日は、１５時過ぎに低学年が帰ってきて、１６時頃には高学年も帰ってくる。帰ってきた
子どもたちは、部屋で宿題をしてもよいし、遊んでもよい。ホールに出て遊ぶこともできる。２９）
１７時頃までにはホール遊びは終わりとなり、おやつ（通常は飴１個程度）が出て一休みとなる。
１７時から１８時まではお迎えを待つ時間となり、「静の時間」として、本を読んだり絵をかいた
りといった静かな遊びをして過ごすことになる。
長期休暇時は、小学校のきまりでは、子どもたちは１０時までは外出せず、家で学習すること
になっている。児童センターでも学校のきまりに合わせて、朝８時から１０時までは学習や読書
で静かに過ごす時間となっている。夏休み中などは宿題が終わってしまうと、１時間ほどの勉
強や読書の後、掃除・草むしり等のお手伝いとなることもある。１０時から１１時半までは自由に
遊べる時間となり、ホールに出て遊ぶこともできる。１１時半から１３時までが昼食（子どもたち
はお弁当を持ってくる）と休憩でゆっくりする時間である。夏休み中は１３時前から１５時過ぎま
で、小学校のプールに出かけることも多い。プールから帰るとおやつの時間となる。プールの
ない日は、ホールに出て遊ぶことができる。夕方以降は、おおむね平日と同じスケジュールと
なる。
以上のように各児童センターでは、大体のスケジュールは決まっているが、その中でどのよ
うに過ごすかは、基本的に子どもたちが自由に決めている。平日、児童センターに帰ってきた
子どもたちは、すぐに宿題をやってもよいし、宿題はやらずに遊びはじめてもよい。自由に遊
べる時間には、部屋やホールで自分がやりたい遊びをして過ごすことができる。
Ａ市では児童センターの利用申請の際に、保護者に、子どもが児童センターを定期的に利用
するかどうか、家庭状況はどうか、来所方法や退所方法はどうするか等をたずねている。学校
の下校時刻に保護者等が家にいるという子どもが、児童センターをときどき利用し、退所の際
には一人で帰ると申請している場合は、自由来館児童として扱われる。自由来館児童の場合に
は出欠の確認はなく、職員は１７時には児童センターから出して家に帰すようにしている。一方
児童センターを定期的に利用する子どもで、退所の際には保護者等が迎えに行くと申請してい
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る場合は、預かり児童として扱われることになる。預かり児童に対しては出欠の確認があり、
保護者等が迎えに来るまで児童センターで預かることになる。自由来館児童と預かりの児童と
では、このような対応の違いはあるが、それ以外の点では同じように児童センターを利用して
いる。
それぞれの児童センターでは、毎月、様々な行事が企画されている。子どもたちは、七夕会
やクリスマス会といった季節の行事や、おやつ作り、クラフト工作やプレゼント作り、ドッジ
ボール大会やなわとび大会といった行事に参加することが可能である。行事には、事前に申し
込むことで誰でも参加することができる。少額の材料代がかかる場合もある。行事に参加する
かどうかは子どもたちが自由に決め、行事に参加しない子どもたちは、通常通り児童センター
を利用することになる。行事への参加は自由だが、参加人数は多く、魅力的な行事が企画され
ていることがわかる。
以上のようにＡ市の児童センターでは、子どもたちは基本的に自分でやりたい活動を選ぶこ
とができ、毎月企画される様々な行事に自由に参加することが可能となっている。
５、利用者数にかかわる問題
４節で見てきたようにＡ市の児童センターは保護者にとって利用しやすいものであり、また
児童センターでの活動内容は充実している。しかしＡ市の児童センターの運営においては、い
くつかの課題があるように思われる。本稿では、利用者数にかかわる問題、施設にかかわる問
題、職員数にかかわる問題に焦点をあて、これを順に見ていくことにしよう。
本節では、利用者数にかかわる問題について検討する。Ａ市の児童センターでは、利用者数
の規模が小さいところが多い。表１の「平日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」で見る
と、ａ・ｅ・ｈ・ｉ・ｊ児童センターは３０人以下、ｄ・ｆ児童センターは４０人以下である。それ以
外の３か所の児童センターでは、「平日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」がｂ児童セ
ンターで５４．５人と最も多く、ｃ児童センターで４９．９人、ｇ児童センターで４７．８人となっている。
１施設あたりの「平日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」の平均値は、３３．９人である。
２００７年に策定された厚生労働省の「放課後児童クラブガイドライン」では、「放課後児童ク
ラブにおける集団の規模については、おおむね４０人程度までとすることが望ましい。」とされて
いる。また全国学童保育連絡協議会は、２０１２年の提言「私たちが求める学童保育の設置・運営
基準」（改定版）において、学童保育の生活集団の規模について、「子どもが落ち着いて安心し
て生活できる保育が実施可能な規模でなければならない。基本的な生活単位となる学童保育の
集団の規模の上限は３０人までとする。」としている。「放課後児童健全育成事業の設備及び運営
に関する基準」を定めた厚生労働省令（２０１４年）では、「一の支援の単位を構成する児童の数
は、おおむね四十人以下とする」とされている。３０）子どもたちが落ち着いて安心して生活でき
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る集団の規模としては、３０人～４０人程度が上限とみられていることがわかる。
全国学童保育連絡協議会によると、大規模な学童保育では、「事故やケガが増えた」「騒々し
く落ち着かなくなる」「とげとげしくなる」「ささいなことでケンカになる」「自己主張のできない
子に目を向ける余裕がない」「指導員の目が行き届かない」「遊びや活動が制限される」などとい
った現状があるとされる。一人ひとりの子どもに安定した安心感のある生活を保障するために
は、「指導員は一人ひとりの子どもを理解し、信頼関係を築きながら、必要な関わりや援助、
働きかけを行うことが必要」であり、「大規模化のなかで指導員を増やしたとしても、一人の
指導員は全員の子どもたちを見なければならない」ので、解決にはならないと指摘されている。
（全国学童保育連絡協議会［２０１３：４７］）
塚田・小伊藤は、京都市の学童クラブを対象としたアンケート調査において、指導員に「全
員の子どもたちと会話できているか」「所在の把握は容易か」とたずね、両者への回答において、
（学童クラブへの）登録児童数が大きくなるほど「不十分」という割合が増加することを見出
している。また登録児童数が異なる２施設における観察調査から、大規模化により、子どもの
生活と活動においては「遊び・活動が制限される」「子どもたちのテンションが上がる・落ち着
かない」「活動を開始するのに時間がかかる」という影響があり、子ども同士の関係においては
「遊び仲間が固定化され、希薄になりやすい」という影響がみられ、職員指導員の業務・役割
としては「管理的場面が多くなる」「集積確認・子どもの出入りの把握が難しい」「全員参加の遊
びが企画しにくい」「子ども一人ひとりに寄り添うことが難しい」という影響があることを指摘
している。（塚田・小伊藤［２００６：２１７‐２２０］）
前述したようにＡ市では、預かりの児童と自由来館児童とが同じように児童センターを利用
している。「平日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」は、預かりの児童の人数と自由来
館児童の人数との合計である。また各児童センターの来所人数は日ごとに異なる。平均よりも
利用者が多い日もあれば、平均よりも利用者が少ない日もある。そのため単立の学童保育（放
課後児童クラブ）における集団の規模の基準をそのまま当てはめることはできない。しかし「子
どもたちに安定した安心感のある生活を保障するためには、集団の規模は３０人～４０人程度まで
とすべきだ」ということは、おおまかな目安となる基準としてとらえることはできるだろう。
この基準に照らしてみると、ｂ・ｃ・ｇ児童センターの「平日（土曜日以外）の平均来所人数
の推計値」は、適正な集団の規模を上回っているといえる。「平日（土曜日以外）の平均来所
人数の推計値」が５４．５人と最も多いｂ児童センターにおいては、実際に子どもたちの出欠を確
認するだけでも、職員に多くの負担がかかっている様子であった。
利用者数が多いというのは、その児童センターが利用しやすく、日々の活動が充実し、魅力
的な行事が企画され、子どもたちに人気があることの現れでもある。職員にとっては、児童セ
ンターでの活動を充実させていけばいくほど利用者数は多くなり、集団の規模が大きくなって
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しまうというジレンマがあるように思われる。
前述したようにＡ市の児童センターでは、単立の学童保育（放課後児童クラブ）とは異なり、
日によって利用者数の増減がある。そのため、「平日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」
が高いｂ・ｃ・ｇ児童センターでは、利用者数がその数値よりもさらに多くなる場合がある。ｂ
児童センターでは、開設から今日までの間で最も多い時には、１日に８５～８６人の利用者があっ
たそうだ。聞き取りにおいて、児童センター所長は、「学校のように何人対何人対応ではなく、
１年生から６年生までを預かって」いて、「人数によっては、３人（の職員）で５０人（の子ど
もに）対応をしないといけなかったり、５人（の職員）で７０人（の子どもに）対応をしないと
いけなかったりする」ことの大変さについて語っていた。ｇ児童センターにおいても、行事の
際には一度に４０人・５０人が申し込んでくるため、行事では手のこんだことができず、簡単に手
早くできるものにならざるを得ないとのことであった。利用者数が適正な集団の規模を上回っ
ている児童センターにおいては、集団の規模が適正な範囲内におさまるように改善策が検討さ
れる必要があろう。
以上のＡ市・児童センターにおける利用者数についての検討から、以下の事柄を指摘するこ
とができる。
Ａ市は人口約２５，０００人の地方小都市であり、児童センター１施設あたりの「平日（土曜日以
外）の平均来所人数の推計値」の平均値は、３３．９人と少ない。半数の児童センターでは、「平
日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」が３０人以下である。しかし、このようなＡ市にお
いても、ｂ・ｃ・ｇ児童センターでは「平日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」が４０人を
こえ、適正な集団の規模を上回っているものとみられた。利用者数が適正な集団の規模を上回
ることにより職員の負担が重くなり、行事の活動内容が制限されるなどの問題が現れていた。
全般的に利用者数の少ない施設の多い地方小都市においても、いくつかの施設では利用者数が
適正な集団の規模を上回っており、そのことによる問題が生じていることに注意が向けられる
必要があろう。
さらにＡ市のように預かりの児童と自由来館児童とが同じように施設を利用している場合に
は、日によって利用者数の増減があるため、「平日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」
が高い施設では、実際の利用者数がその数値よりもさらに多くなる場合がある。預かりの児童
と自由来館児童とが同じように施設を利用するという運営がなされている場合には、日によっ
て利用者数の増減があることを考慮して、利用者数が適正な集団の規模の範囲内におさまるよ
うに配慮することが必要だと考えられる。
６、施設にかかわる問題
本節では、Ａ市・児童センターの開設場所、施設の広さ、施設の設備について検討しよう。
A市・児童センターにおける利用者数・施設・職員数の問題
―１１―
まず児童センターの開設場所について見ていこう。Ａ市では初期に建てられた児童センター
は小学校から遠い地域にあったが、次第に小学校の近くに児童センターを建てるようになり、
現在では大半の児童センターは小学校の近くに、あるいは小学校内に開設されている。しかし
ｅ児童センターだけは、小学校から子どもが歩いて２５分から３０分ほどかかる場所で開かれてい
る。（表１参照）Ａ市ではｅ児童センターを小学校内に開設することや、小学校の近くに移転
することを検討してきた。しかし小学校には余裕教室がないため、小学校内での開設は困難で
ある。小学校の近くに移転することについては、現在も引き続き検討中である。小学校から遠
いためにｅ児童センターは、小学校の全校児童数が同程度であるｆ児童センターやｇ児童セン
ターに比べて、利用者数が少なくなっている。暑い時期には子どもたちは汗だくになって帰っ
てくるし、クマに遭遇する危険もある。夏休みに小学校のプールに行く際にも、炎天下を子ど
もたちが歩いていくことは難しく、保護者たちはプールまでの移動の手段を考えなくてはなら
ない。「児童センターがもう少し小学校に近ければよいのに」という保護者の声もあるという。
小学校と児童センターが近いということは、必ずしも良い面ばかりではない。小学校内の児
童センターや、小学校に近接している児童センターでは、「学校のストレスを全部もって帰っ
てくる」「学校でちょっとあったことを引きずってくる」ので、来所後３０分ほどは、けんかがあ
ったり、バーッと暴れたりして、子どもたちは落ち着かないという。
しかし子どもの安全や利用のしやすさを考えた場合、小学校と児童センターとが離れすぎて
いるということには、やはり問題があろう。児童センターの移転を実現する、あるいは小学校
と児童センター間の移動手段を確保する必要があるだろう。
次に児童センターの施設の広さについて見ていこう。表１では、各児童センターの施設にお
いて子どもが過ごす部屋の面積の合計を、「平日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」で
割り、「利用者１人当たりの広さ（㎡）」を算出している。
２００７年の厚生労働省の「放課後児童クラブガイドライン」では、「子どもが生活するスペー
スについては児童１人あたりおおむね１．６５㎡以上の面積を確保することが望ましい」とされて
いる。また全国学童保育連絡協議会は、２０１２年の「私たちが求める学童保育の設置・運営基準」
（改定版）において、「生活室は、子ども１人につき１．９８㎡以上確保」されるべきだとしてい
る。「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」を定めた厚生労働省令（２０１４年）
では、「専用区画（遊び及び生活の場としての機能並びに静養するための機能を備えた区画）
の面積は、児童一人につきおおむね１．６５㎡以上でなければならない」とされている。３１）
子ども１人あたり１．６５～１．９８㎡以上という数値を１つの基準として見た場合、Ａ市ではａ・
ｂ・ｃ・ｄ・ｅ・ｊ児童センターの部屋は、この基準以上の広さとなっている。しかしｉ児童セン
ターの部屋の広さは、１．６５㎡以上という基準をかろうじて満たす程度であり、ｆ・ｇ・ｈ児童セ
ンターの部屋の広さはこの基準を満たしていない。ただしそれぞれのセンターごとに事情が異
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なり、ｆ・ｈ児童センターについては、部屋の広さの問題は緩和されているものと思われる。
以下で見ていこう。
ｆ児童センターでは子どもたちが過ごす部屋として、通常は２階にある１部屋（２３㎡）と図
書室（２８㎡）とを使っている。そのため利用者１人当たりの広さについては、この２つのスペ
ースの合計の数値（５１㎡）で算出している。利用者１人当たりの広さは１．４㎡となり、たしか
に狭い状態である。しかし大きな行事などの際には、１階にある部屋（３９㎡）を使うことがで
きるため、部屋の広さの問題は、ある程度緩和されているものと思われる。
またｈ児童センターは、下校の際に低学年と高学年が一緒に集団下校するための待ち合わせ
場所として利用されている。低学年は１５時過ぎに来所し、高学年は１６時過ぎに来所して、１６時
半には集団下校の子どもたちが一緒に帰っていき、お迎えを待つ子のみが残ることになる。そ
のため全員が利用するのは３０分足らずであり、部屋に隣接するホールも利用できるため、部屋
の狭さはそれほど問題にならないと考えられる。
一方ｇ児童センターでは、利用者１人当たりの広さは１．１㎡となっており、部屋の狭さの問
題は深刻である。ｇ児童センターでは、子どもたちがふだん過ごす部屋として、１部屋（２９㎡）
と図書室（２５㎡）とを使っている。そのため利用者１人当たりの広さについては、この２つの
スペースの合計の数値（５４㎡）で算出している。ｇ児童センターは、この１部屋（２９㎡）と図
書室（２５㎡）に事務室と小さいホールだけの小規模のセンターだが、平日には５０人近く（６０人
となる日もある）の子どもたちが利用している。１部屋（２９㎡）と図書室（２５㎡）からなるス
ペースは、いつも子どもたちでいっぱいになり、非常に混雑している。部屋におくことができ
る座卓の数にも限度があるため、２０人・３０人の子どもが一斉に宿題を始めると机が足りなくな
る。そのため時間割を組んで入れ替わりで宿題ができるようにしている。ホールの面積も小さ
く、一度に２０人ぐらいまでしか遊べないため、時間割を決めて遊んでいる。狭いスペースに大
勢の子どもが詰め込まれているので、冬場にインフルエンザなどが持ち込まれると、すぐに感
染が広がってしまうそうだ。ｇ児童センターにおいては、利用者数に応じた施設のスペースが
確保されるように、改善策がとられるべきであろう。
小学校内で空き教室を使って開設されている児童センターは、部屋全体の面積としては、他
の児童センターよりも広くなっている。「利用者１人当たりの広さ（㎡）」でみると、小学校内
のｂ児童センターは２．６㎡、ｃ児童センターは４．４㎡、ｄ児童センターは６．６㎡である。
しかし小学校内の児童センターには、小学校外の児童センターとは異なる施設面での問題が
ある。
小学校内の児童センターでは、子どもたちが体を動かして遊ぶ場所として、小学校の体育館
を使うことが想定されている。しかし小学校の体育館は小学校の授業や行事で使うことが優先
され、例えば卒業式の練習があるといった理由で児童センターの子どもたちの利用が制限され
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がちである。小学校外の児童センターであればホールは自分たちの空間として自由に使えるし、
「お店屋さんごっこ」のような行事をする際には、前日から段ボールや積み木で作ったお店を
ホールに置いておくこともできる。これに対して小学校の授業で使われる体育館には、児童セ
ンターの行事で使うものを置いておくわけにはいかない。このように小学校内の児童センター
には、小学校の授業や行事を優先させなければならないために施設の利用が制限されてしまう
という問題がある。
小学校内で開かれている児童センターのなかで、ｂ児童センターは利用者数が最も多く、「平
日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」は５４．５人である。平均が５４．５人ということであり、
多い日には６０人以上の子どもたちが利用する。小学校内の２つの空き教室を使っているが、体
育館が使えない日には２部屋に６０人以上の子どもたちがつめ込まれて過ごすことになり、十分
なスペースが確保されているとは言いがたい。小学校内の児童センターでは、体育館が使えな
い場合があることを考慮し、他に身体を動かして遊べる室内スペースを確保するなどの改善策
が検討されるべきであろう。３２）
以上の検討から、施設の部屋の広さについては、以下の点が指摘できる。
Ａ市の児童センターでは、「児童１人あたり１．６５㎡以上」という基準を満たしていない児童
センターが３か所みられたが、ふだんは使っていないが階下に利用できる部屋があるｆ児童セ
ンターや、子ども全員が利用する時間が３０分足らずと短いｈ児童センターでは、部屋の狭さの
問題は緩和されていた。一方でｇ児童センターは、利用者１人当たりの広さが１．１㎡と極めて
狭く、屋内には他に利用できる部屋もなく、ホールも小さいという状況であった。職員たちは
工夫を重ねていたが、宿題ができる時間やホールで遊べる時間について時間割を決めて制限せ
ざるを得ず、冬場のインフルエンザなどの感染症の拡大が懸念されていた。
また小学校内のｂ児童センターでは、「利用者１人当たりの広さ（㎡）」は２．６㎡であるが、
体育館が使えない場合には、十分なスペースが確保されているとは言い難い状況がみられた。
以上から施設の部屋の広さについては、「利用者１人当たりの広さ（㎡）」の数値が１つの目
安となるが、「利用者１人当たりの広さ（㎡）」が基準を満たしていさえすれば良いというわけ
ではないことが分かる。「利用者１人当たりの広さ（㎡）」の数値を１つの目安とした上で、実
際の施設の利用状況を考慮して、十分な広さであるかどうかを判断する必要があろう。部屋が
狭すぎる場合には上記のような問題が生じてしまうため、施設ごとの具体的な利用状況を把握
した上で、十分な広さが確保されるべきである。
最後に施設の設備にかかわる問題について見ていこう。
Ａ市の児童センターにおいては、学校外のすべての児童センターで、子どもの過ごす部屋と
ホールとが整備されている。学校内の児童センターでは、子どもの過ごす部屋として空き教室
が使われ、前述したような問題はあるが、ホールのかわりに体育館を使用できることになって
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いる。
このように子どもの過ごす部屋とホールとは整備されているが、台所や静養室などの設備の
ない児童センターもある。（表１参照）小学校内のｂ児童センターとｄ児童センター、それか
ら小学校外のｇ児童センターには専用の台所がない。静養室については、部屋の広さに余裕が
あれば部屋の一角を静養スペースとできるだろうし、図書室があれば図書室を静養室として使
うことも可能だろう。しかしｇ児童センターのように、図書室も子どもたちがふだん過ごす部
屋として使われていて、全体の部屋の広さにも余裕がないという児童センターもある。
おやつ作りに必要な台所や、子どもが休養できる静養コーナーは、「生活の場として欠かせ
ない」（全国学童保育連絡協議会［２０１３：７１］）とされる。台所のない児童センターでは、おやつ
作りの行事をする際には、隣接する公民館の調理室を借りたり、ふだん使っている部屋に調理
器具を持ち込むといった苦労をしていた。またｇ児童センターの職員は、「病気の子が出ても
おいておける部屋はないし、発達障害の子がパニックになってもクールダウンできる場所がな
い」と、静養できるコーナーがないことの悩みを語っていた。子どもたちの「生活の場」であ
る児童センターには台所や静養室が必要であり、児童センターの施設の改築の際には、台所や
静養室を設けるべきであろう。
７、職員数にかかわる問題
Ａ市では表１のように、児童センターごとに嘱託職員２人、利用者数に応じて臨時職員が１
人から３人配置されている。土曜日や長期休暇中は開設時間が長く、職員が交替で入るために、
不足分をシルバー人材センターの人に入ってもらっている。
嘱託職員は２０１２年４月の時点で、１年から２５年の経験年数を有している。Ａ市では、どの児
童センターにも９年以上の経験年数をもつ嘱託職員が配置されるように配慮している。各児童
センターでは、嘱託職員と臨時職員からなる全職員で、部屋とホールでの見守り、お迎えの保
護者への対応といった仕事を分担して行っている。
以上のようにＡ市の児童センターの運営においては、どの児童センターにも経験年数の長い
嘱託職員が配置されるように配慮がなされている。しかし各児童センターに配置されている職
員数については、問題があると考えられる。以下では、①利用者数に応じた職員数の確保、②
具体的な状況への配慮、③他のスペースの利用、④集団の規模の適正化、という４つの視点か
ら、Ａ市・児童センターの職員数の問題について検討しよう。
第一に、利用者数に応じた職員数の確保について見ていこう。
児童センターの職員への聞き取りでは、「ぎりぎりの人数（職員数）でやっている」「行事を
するには、もう１人職員が増えないとつらい」「職員数が限られているので、なかなか子どもた
ちを（児童センターの）外につれていけない」といった職員数が少ないことについての悩みが
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語られていた。全般的に各児童センターにおいて、職員の人数が足りないという状況にあるこ
とが伺える。
全国学童保育連絡協議会は、「私たちが求める学童保育の設置・運営基準」（改定版）（２０１２年）
において、学童保育指導員の配置基準として、「児童数２０人までは指導員３人以上を配置し、
２１人から３０人までは４人以上の配置とする」としている。前述したように「私たちが求める学
童保育の設置・運営基準」においては、学童保育の「集団の規模の上限は３０人まで」としてい
るため、児童数３０人以上については指導員の配置基準が示されていない。
「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」を定めた厚生労働省令（２０１４年）
では、前述したように「一の支援の単位を構成する児童の数は、おおむね四十人以下とする」
とされている。そして「放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに二人以上とする。ただし、
その一人を除き、補助員（放課後児童支援員が行う支援について放課後児童支援員を補助する
者）をもってこれに代えることができる。」と規定されている。３３）
この「放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに二人以上」という厚生労働省令による基
準は、地方自治体が放課後児童クラブの設備及び運営について定める条例の内容を直接的に拘
束する「従うべき基準」として定められており、少なくとも職員を２人は配置しなければなら
ないという最低の基準を示したものとしてとらえられる。実際に全国的にみて、約９５％の放課
後児童クラブでは複数の職員が配置されている。３４）そのため、ここでは利用者数に応じた望ま
しい職員数の目安として、この厚生労働省令の基準ではなく、全国学童保育連絡協議会の「私
たちが求める学童保育の設置・運営基準」（改定版）（２０１２年）の配置基準を取り上げ、それに照
らし合わせてＡ市・児童センターの職員数について検討しよう。
Ａ市の各児童センターにおいて、「平日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」に対する
職員数を見ると、ａ・ｅ児童センターでは「私たちが求める学童保育の設置・運営基準」の数
値を満たしている。しかし「平日（土曜日以外）の平均来所人数の推計値」が２１人から３０人ま
でのｈ・ｉ・ｊ児童センターでは３人の配置となっており、「平日（土曜日以外）の平均来所人
数の推計値」が３０人を超えるｆ児童センターでも３人の配置である。それ以外は、「平日（土
曜日以外）の平均来所人数の推計値」が３１人～５０人のｃ・ｄ・ｇ児童センターで４人、「平日（土
曜日以外）の平均来所人数の推計値」が５４．５人のｂ児童センターで５人の配置となっている。
（表１参照）Ａ市では、児童センターの利用者数が多いところほど職員が多く配置されている
が、「私たちが求める学童保育の設置・運営基準」の数値に照らし合わせてみると、Ａ市の大
半の児童センターにおいては、配置されている職員の人数が少ないといえる。
もちろん「私たちが求める学童保育の設置・運営基準」の数値は目指されるべきものであり、
指導員の人数については、全国的にこの基準を満たしていない学童保育が多いものと考えられ
る。３５）しかしＡ市・児童センターでの聞き取りでは、職員数の不足により行事や児童センター
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外での活動がやりにくくなり、ふだんの活動でも職員の余裕がなくなってしまうことが現れて
いた。全国学童保育連絡協議会の提案する配置基準を１つの目安として、十分な人数の職員を
配置することが必要であろう。
第二に、具体的な状況への配慮について見ていこう。
Ａ市には全部で２０人の嘱託職員がいるが、全員女性であり、その中には育児休暇中の職員も
いる。各児童センターには嘱託職員が２人配属されることになっているが、育休中の職員があ
るため、実際にはいくつかの児童センターにおいて嘱託職員は１人のみとなっている。２０１２年
度においては、ｃ・ｄ・ｆ児童センターで嘱託職員が育児休業を取り、その間は嘱託職員は１人
となっていた。嘱託職員が１人のみで、あとは経験年数の少ない臨時職員のみという状況では、
１人の嘱託職員の負担が重くなりすぎてしまうものと推測される。育児休暇を取得する職員が
いることを考慮して、嘱託職員の人数を増やすことが必要であろう。
見てきたようにＡ市の児童センターのなかには、利用者数の少ない児童センターもある。し
かし利用者数の少ないところでも、障害のある子どもが来所している場合には、特別な気配り
が必要となり、職員の余裕がなくなることもある。障害のある子どもが来所している、ある児
童センターでは、その子が友達とトラブルになって危ないことにならないか、怪我につながら
ないかと、職員は常に気をつけているとのことだ。
Ａ市では障害のある子どもでも基本的に受け入れるという方針をとっている。常に見守りが
必要な子どもの場合には、シルバー人材センターに依頼をして、見守りのための要員がつけら
れる。しかしそれ以外には、障害のある子どもの受け入れがあっても、職員数を増やしたり、
障害児対応の専門職員を配属したりするといった対応はなされていない。障害のある子どもが
いる場合には、全体の利用者数の少ない児童センターでも、職員の余裕がなくなってしまう場
合がある。また利用者数の多い児童センターでは、「ぎりぎりの人数」でやっているところに、
職員の負担がさらに増してしまうものと考えられる。
全国学童保育連絡協議会の「私たちが求める学童保育の設置・運営基準」（改定版）（２０１２年）
においては、学童保育指導員の配置基準として、「学童保育に障害がある子どもが入所する場
合は、必要数の指導員を配置する。指導員の配置基準は、子どもの障害の種類・内容等によっ
て加配する」とされている。障害のある子どもを受け入れる場合には、その子どもの状況に応
じて、職員数を増やすという対応が必要であると考えられる。
以上のように、職員の配置に際しては、育児休業中の職員がいる場合や、経験年数の少ない
職員がいる場合、障害のある子どもが来所している場合等、各児童センターの具体的な状況に
配慮する必要があろう。全国学童保育連絡協議会の提案する配置基準を１つの目安とした上で、
その基準を満たしてさえいれば良いとするのではなく、各児童センターの具体的な状況を考慮
して、十分な人数の職員が配置されるようにするべきであろう。
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第三に、職員数と他のスペースの利用との関わりについて見ていこう。
６節では、利用者数に対して施設が狭い児童センターがあるという問題について見てきた。
児童センターの施設の狭さとして現れている問題の背後には、児童センターの職員数の不足と
いう問題がかかわっている場合がある。
６節で見てきたように、ｇ児童センターでは、利用者数に対して施設が狭すぎるという問題
がみられた。ｇ児童センターは公民館と同じ敷地内に隣接して建てられている。職員に「公民
館の空いている部屋を借りることはできないのか」とたずねたところ、クッキングの時に調理
室を借りることもあるとのことだ。しかしそうすると、５人（２０１３年度）の職員のうち２人が
クッキングの方に行くことになる。クッキングに１０人の子どもたちが参加している場合、残り
の５０人の子どもたちを３人で見ることになる。すると児童センターに残っている側のリスクが
高くなってしまうとのことだ。「（児童センターでは）お迎えの対応をしていたり、ホールを見
ていたり。電話が鳴ったり、子どもたちの怪我の手当をして、宿題がどう、テレビで争ってい
るとか、いろいろなことがありますので、一時期に。そうするとやはり、１人でも職員が減る
っていうのは、非常に（影響が）大きいんですね。で（公民館と児童センターに）分かれてす
るっていうのはリスクも大きい」とのことだ。広さの点では、公民館の方に分かれて子どもを
見るというのは確かに良いのだが、職員が減るというリスクを考えるとなかなか思い切れない
ということだ。
また６節では、小学校内にあるｂ児童センターにおいて、体育館が使えない時など、部屋の
スペースが十分ではない場合があることを見てきた。小学校の校庭は空いている時には使える
ことになっているが、平日は子どもの数が多く、職員が把握することが難しいため、平日に校
庭に出ることはあまりないという。このように職員数が少ないために、平日は校庭を利用しに
くいという状況がみられる。
ｂ児童センターの行事には、おやつ作りの回数が多い。小学校の家庭科室を使うこともでき
るのだが、家庭科室は使わずに、いつも使っている部屋に調理器具を持ち込んでおやつ作りを
しているそうだ。家庭科室を使おうとすると、職員が２人は行かなければならず、残りの職員
で行事に参加していない子どもたちを見ることになる。家庭科室は児童センターとは離れた場
所にある。お迎えがあった場合には、職員が家庭科室まで呼びにいかなくてはならない。子ど
もが家庭科室から児童センターに戻ってくる間も、子どもが勝手に学校内をうろうろしないよ
うに、職員がつきそわなくてはいけない。３６）もともとぎりぎりの人数でやっているため、お迎
えの際に家庭科室まで呼びに行ったり、家庭科室から児童センターまで戻る子どもにつきそっ
たりするために、職員１人をあてることができない。そのため家庭科室を使うことはせずに、
いつも使っている部屋の１つでおやつ作りをしているとのことだ。
以上のように、聞き取りからは、職員数が少ないために、①隣接する公民館の空いている部
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屋を利用することが難しかったり、②小学校内の児童センターにおいては、平日に校庭を利用
しにくかったり、家庭科室を利用できなかったりしていることが明らかにされた。職員数が十
分でないと、利用しようと思えば利用できるスペースを使って活動することが困難となり、児
童センターでの活動が制約されてしまいがちになると考えられる。
第四に、職員数と集団の規模の適正化との関わりについて見ていこう。
５節ではｂ児童センター・ｇ児童センターにおいて、利用者数が適正な集団の規模を上回っ
ていることについて見てきた。これに加えてｂ児童センター・ｇ児童センターでは、前述した
ように利用しようと思えば利用できるスペースが近くにあるにもかかわらず、職員数が十分で
はないために、そのスペースを利用できないという状況がある。職員数が十分であれば、他の
スペースを利用し、利用者を２つのグループに分け、グループごとに担当の職員がつくという
形で集団の規模を適正なものにすることが可能であろう。現状では職員数が足りないために他
のスペースを利用することができず、集団の規模も大きいままで、狭いところに大勢の子ども
が詰め込まれるという事態になってしまっていると考えられる。利用者の集団の規模の適正化
という観点からも、十分な人数の職員の配置が必要である。
８、児童センターの環境整備をはかるために
本節では、学童保育（放課後児童クラブ）の環境整備にかかわる全国的な動向をおさえたう
えで、Ａ市・児童センターにおける課題の検討により明らかにされた事柄を整理してみていこ
う。
小学生の放課後の居場所づくりにかかわる国の施策においては、２０１２年に子ども・子育て関
連三法案が可決され、児童福祉法が一部改正されている。改正された児童福祉法では、「市町
村は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営について、条例で基準を定めなければならない。
この場合において、その基準は、児童の身体的、精神的及び社会的な発達のために必要な水準
を確保するものでなければならない」とされている。（第３４条の８の２①）
この規定により、市町村が放課後児童クラブの設備および運営について条例で基準を定める
ことが、初めて義務づけられた。その基準の内容については、「放課後児童健全育成事業に従
事する者及びその員数」については、厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとされてい
る。（第３４条の８の２②）そして「その他の事項については厚生労働省令で定める基準を参酌
するものとする」とされている。（第３４条の８の２②）国は子ども・子育て関連三法の２０１５年
４月からの施行を予定しており、２０１４年４月３０日づけで「放課後児童健全育成事業の設備及び
運営に関する基準」を定めた厚生労働省令が公布された。３７）
児童福祉法の改正により、放課後児童クラブの設備および運営について、市町村が条例で基
準を定めることが初めて義務づけられた意義は大きい。しかし石原や伊藤が指摘しているよう
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に、「厚生労働省令で定める基準に従い定めるもの」とされた事項は「従事する者及びその員
数」のみである。居室の「床面積」等の「設備に関する事項」や、児童の「適切な処遇の確保
及び秘密の保持」等の「運営に関する事項」については、「厚生労働省令で定める基準を参酌
するもの」となり、市町村の裁量の余地があるため、現状が改善されない可能性もある。（石
原［２０１３：２０‐２１］）（伊藤［２０１２：１４９‐１５２］）
本稿では、放課後児童クラブを実施している児童センター（児童館）における利用者数・施
設・職員数について検討を行ってきた。厚生労働省令の公布を受けて、各市町村の条例におい
て、利用者数・施設・職員数についてどのような基準が定められるのか、今後の経過が注目さ
れる。
学童保育（放課後児童クラブ）の環境整備をはかるためには財源が必要である。予算にかか
わる面では、「放課後児童健全育成事業の財源が今後不安定になるのではないか」という指摘
が、伊藤や石原によりなされている。（伊藤［２０１２：１５２‐１５３］、石原［２０１３：２１‐２２］）子ども・
子育て関連三法の体制のもとで、放課後児童健全育成事業は「地域子ども・子育て支援事業」
の一つとされる。「地域子ども・子育て支援事業」には、一時預かり、地域子育て支援事業、
乳児家庭全戸訪問事業、延長保育事業、病児・病後児保育事業、妊婦健診などが含まれるが、
放課後児童健全育成事業もそのうちの一つとして位置づけられる。伊藤や石原が指摘している
ように、国庫の会計からみると「地域子ども・子育て支援事業」は国庫補助金となり、国の裁
量が認められるため、財政保障が不安定になる可能性がある。また放課後児童健全育成事業は
特定財源ではなくなるため、「地域子ども・子育て支援事業」に含まれる他の事業との間で予
算の取り合いになる可能性がある。（石原［２０１３：２１‐２２］、伊藤［２０１２：１５２‐１５３］）
このように学童保育（放課後児童クラブ）の環境整備にかかわる全国的な動向をみると、市
町村は条例によって基準を定めつつあるが、環境整備を実現していくために必要な予算の獲得
については見通しが厳しいという状況がみられる。
本稿ではＡ市・児童センターにおける課題について検討を行ったが、そこで明らかにされた
事柄のなかには、以上のような全国的な動向のなかで、各市町村が「学童保育（放課後児童ク
ラブ）や、学童保育（放課後児童クラブ）を実施している児童センター（児童館）」（以下では
省略して「放課後児童クラブや児童センター」と表記する。）の利用者数・施設・職員数に関し
て環境整備をはかる際に考慮すべき事項が含まれていると考えられる。以下で３点に整理し見
ていこう。
第一に、放課後児童クラブや児童センターの利用者数・施設・職員数に関して、各市町村は
条例によって基準を定めつつある。子どもたちに安定した安心感のある生活を保障し、放課後
児童クラブや児童センターの活動の質を高めるためには、利用者数・施設・職員数について十
分な水準の基準が定められることが望ましい。
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それぞれの放課後児童クラブや児童センターが、この条例で定められた基準を満たすことを
前提としたうえで、さらに各市町村は、以下の点に配慮する必要があろう。条例において十分
な水準の基準が定められたとしても、その基準を満たしてさえいれば良いというわけではない。
利用者数・施設・職員数が十分な水準であるかどうかは、Ａ市の場合、それぞれの児童センタ
ーにおける具体的な活動状況により異なるものであった。他の市町村においても、それぞれの
放課後児童クラブや児童センターでの具体的な活動状況により、利用者数・施設・職員数につ
いて十分な水準であるかどうかは異なってくるものと考えられる。各市町村は、それぞれの放
課後児童クラブや児童センターでの具体的な活動状況を把握した上で、利用者数・施設・職員
数について十分な水準であるかどうかを判断するべきであろう。そして不十分であるという場
合には、それぞれの放課後児童クラブや児童センターでの具体的な状況に応じて、十分なもの
となるように整備していく必要があろう。
第二に、本稿ではＡ市・児童センターにおける利用者数・施設・職員数の問題について検討
を行ったが、利用者数や施設の問題として現れてくる事柄の一部には、職員数の不足という問
題がかかわっている場合があった。
児童センターの利用者数については、その規模が大きすぎる場合、十分な人数の職員の配置
があれば、利用者を２つのグループに分けて集団の規模を適正なものとすることができる。し
かし職員の人数が足りなければ、利用者を２つのグループに分けることができず、集団の規模
が大きくなりすぎてしまう。
施設については、児童センターの部屋自体は狭くても、隣接する公民館の一室や小学校の校
庭や特別教室など、近くに利用できるスペースがあるという場合があった。十分な人数の職員
の配置があれば、これらのスペースを利用して、施設が狭いという問題を、ある程度緩和する
ことができる。しかし職員の人数がぎりぎりである場合には、これらのスペースの利用は困難
である。
このように利用者数や施設の問題として現れてくる事柄の一部に、職員数の不足という問題
がかかわっているという事態は、他の市町村においても起こり得るものと考えられる。
十分な人数の職員の配置には予算が必要であり、今日の状況では厳しい面もあるだろう。し
かし、十分な人数の職員の配置は、利用者数や施設における問題を解決したり緩和したりする
可能性もある効果的な方策であることを考慮して、各市町村は十分な人数の職員を配置する必
要があろう。
一方で職員数についての全国的な状況をみると、「大規模化や障害のある子どものための加
配、長時間開設などで指導員数は増えているものの、（交代勤務という体制が増え、―筆者注
―）毎日同じ指導員が勤務するという体制は少なくなって」いることや、「財政的な理由から
正規職員を増やさず、非正規やパートの指導員を増やしローテーション化すること」の進行が
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懸念されている。（全国学童保育連絡協議会［２０１３：７４，７７］）
Ａ市では、毎日同じ職員が勤務するという体制がとられており、本稿ではそれを前提とした
うえで、十分な人数の職員を配置する必要性について論じてきた。非正規やパートの職員を増
やし、ローテーション化された交代勤務の体制を導入することで職員数を増やしたとしても、
毎日子どもと接することのない、短時間のローテーション勤務の職員は、十分な役割を果たせ
ないものと考えられる。そのため交代勤務制の導入による職員数の増加は、前述したような効
果的な方策とはなり得ないことに注意する必要がある。
第三に、Ａ市においては、市内の１０か所の児童センターのうち、３か所が小学校内に開設さ
れ、それ以外は単独の施設として開設されていた。小学校内に開設されている児童センターで
は、①体育館が自由に使えない（小学校の授業や行事などで利用できない場合がある、児童セ
ンターの行事で使うものを置いておけない等）、②児童が小学校内を移動する際には児童センタ
ーの職員のつきそいが必要である、といった制約がみられた。それにより児童センターでの活
動が制限されがちであった。
小学校内の児童センターにおける制約については、他の市町村でも同様の事情がある場合が
多いものと考えられる。Ａ市では、小学校内の３か所の児童センターと、その他の小学校外の
児童センターは、開設場所が小学校内であるか否かが異なるのみで、他はすべて同じ条件で運
営されている。児童センターの職員も、小学校内の児童センターからその他の児童センターに
移動したり、その他の児童センターから小学校内の児童センターに移動したりしている。開設
場所以外はすべて同じ条件で運営されているがゆえに、Ａ市においては、「小学校内に開設さ
れているがゆえの制約」という問題を、他の市町村においてよりも、より鮮明にみることがで
きるだろう。
Ａ市での聞き取りを通じて明らかにされたように、小学校内に開設されている放課後児童ク
ラブや児童センターでは、小学校内に開設されているがゆえの制約を被る場合があり、それに
より放課後児童クラブや児童センターでの活動が制限されがちであると考えられる。市町村は、
体育館が使えない場合の室内遊び場を確保する等、小学校内に開設されているがゆえの制約に
配慮して対応する必要があろう。また市町村は、小学校側の都合が一方的に優先され、放課後
児童クラブや児童センターの活動が過度に制限されてしまわないように、小学校と放課後児童
クラブや児童センターとを調整する役割を果たす必要があると考えられる。
以上で、市町村が放課後児童クラブや児童センターの環境整備をはかる際に考慮すべき事柄
について３点に整理して指摘を行った。子ども・子育て支援新制度の導入を控え、放課後児童
クラブや児童センターの環境整備に関して市町村が果たすべき役割は大きいといえる。各市町
村は、それぞれの放課後児童クラブや児童センターにおいて職員たちが実際に直面している問
題に目を向け、予算面での見通しが厳しいなかでも、利用者数・施設・職員数についての環境
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整備をはかっていく必要がある。
＜付記＞
聞き取りをさせていただいたＡ市・児童センターの職員の方、児童センター所長さん、Ａ市
担当課職員の方に心より御礼を申し上げます。
児童センター所長さんには、本稿での記述について、細かい点まで御確認いただきました。
厚く御礼申し上げます。
Ａ市担当課職員の方には、聞き取りの後に追加で確認をさせていただいた際にも、丁寧に対
応していただきました。また本稿の記述について細かい点まで御確認いただき、データの公表
について御承諾をいただきました。深謝申し上げます。
福井大学教育地域科学部の荒井紀子教授には、調査の進め方について有益な御助言をいただ
きました。厚く御礼申し上げます。
＜注＞
１）共働きやひとり親世帯の小学生を放課後や学校休業日に保育する事業や施設をさす。
２）保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校等に通う子どもたちに、適切な遊び及び生活の場を与
えて、その健全な育成を図る事業。１９９７年の児童福祉法改正により放課後児童健全育成事業が法定事業
化された際に、政府は日常語として定着していた「学童保育」を行政用語として採用せず、学童保育に
相当する事業を「放課後児童健全育成事業」や「放課後児童クラブ」と呼んでいる。この用語選択の背
景については、石原［２０１３］を参照されたい。
３）最新版は、全国学童保育連絡協議会［２０１３］。
４）厚生労働省「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況」
５）独立行政法人国民生活センター［２０１０］
６）原史子は長野県内複数市町村での運営形態の異なる７か所の学童保育について、予算資料の調査と職
員等へのヒアリング調査を行っている。（原［２００３］）
７）富田啓介と三浦研は、京都市で学童保育を行っている、すべての児童館と学童保育所を対象にアンケ
ート調査を行い、１４か所の施設の現地視察およびスタッフへのヒアリングを実施している。（富田・三
浦［２００３］）
８）齋藤学・山崎俊裕・江野口重人は、横浜市内の１４か所の学童保育施設への実踏・ヒアリング調査と、
神奈川県下のすべての登録学童保育施設を対象とした郵送アンケート調査を行っている。（齋藤・山崎
［２００３］）（江野口・山崎［２００４ａ］）
９）川島貴美江と山田美津子は、静岡県内の全学童保育所の指導員に対するアンケート調査を行っている。
（川島・山田［２００３］）
１０）江野口重人と山崎俊裕は、東京都墨田区内のすべての登録学童保育施設を対象として、実踏・ヒアリ
ング調査とアンケート調査を行っている。（江野口・山崎［２００４ｂ］）
１１）金子省子と鎌田郁子は、松山市内の全ての児童クラブの常勤指導員と保護者各１名を対象とし、質問
紙による調査を実施している。（金子・鎌田［２００４］）
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１２）齋藤修と大塚健樹は、岩手県内のすべての児童館・児童センター・放課後児童クラブに対して調査票
による調査を行っている。（齋藤・大塚［２００６］）
１３）田上直美と鈴井江三子は、Ｋ市内に開設されている学童保育施設を対象とした実態調査（施設の訪問
による資料収集と、Ｋ市・児童福祉課や学童保育連絡協議会支部長への聞き取り調査によるデータの補
足）を行っている。（田上・鈴井［２００９］）
１４）手塚清実・中野隆司・野中弘敏は、山梨県５市の放課後児童クラブの現状について施設長・指導員・
利用児童の保護者を対象としたアンケート調査を行っている。（手塚・中野・野中［２００９］）
１５）鹿児島県内の学童保育、子育てと子どもの人権、学校教育関係等にかかわっている団体や個人からな
る「鹿児島県学童保育（児童クラブ）白書づくり実行委員会」は、県内の全自治体と県内の学童保育所
（放課後児童クラブ）の施設長・設置者、指導員、保護者、学童、および学校関係者へのアンケート調
査を行っている。（「鹿児島県学童保育白書」編集委員会編［２０１１］）
１６）藤原陽子らは、北九州市の一般の放課後児童クラブ１１２施設の指導員（主任指導員１名と補助指導員
２名）と、クラブに子どもを通わせる保護者を対象としたアンケート調査を実施している。（藤原・鈴
木・秋武・岡・小笹（香川）・富増［２０１１］）
１７）Ａ市の「児童センター」は、一般的な言い方では「児童館」に該当するものである。しかしＡ市では、
市内の児童教室・児童センター・児童館・児童ホールを総称する言葉として「児童センター」という語
を用いているため、本稿でも「児童センター」という用語で記述している。
１８）児童福祉法第４０条に規定する児童厚生施設の１つで、地域において児童に健全な遊びを与えて、その
健康を増進し、または情操を豊かにすることを目的とする児童福祉施設。
１９）富田・三浦［２００３］
２０）金子・鎌田［２００４］
２１）田上・鈴井［２００９］
２２）藤原・鈴木・秋武・岡・小笹（香川）・富増［２０１１］
２３）富田啓介と三浦研は、１４の施設でスタッフに近年の学童保育を取り巻く状況についてたずね、「やり
やすくなった」という回答が１割程度であるのに対して、「やりにくくなった」という回答が半数近く
であることを見出している。「やりにくくなった」理由としては、「安全性などに対する要求が一層強
くなった」という回答が最も多く、「児童数の減少」を挙げた施設が続いた。そこから、「児童の増加
により手狭になる施設がある一方で、都心部では近年児童数が減少し、学童保育全体で行う活動に支障
をきたしている場合もあり、ここでも施設間格差が顕著に現れている」と論じている。また「『その他』
の意見の中には『家庭での教育力の低下』を挙げた施設が多く、『しつけなど、本来家庭でされるべき
ことが不十分なまま学童保育に預けられ、問題行動を引き起こす児童に困惑する』など、これまで以上
に保護者の側から役割を要求され、施設側の負担が大きくなってきていることが分かった」と指摘して
いる。（富田・三浦［２００３］）
２４）田上・鈴井［２００９］
２５）注１７参照。
２６）ｆ児童センターでは、子どもたちが過ごす部屋として通常は１部屋と図書室とを使っており、大きな
行事の際などにもう１つの部屋を利用している。そのためｆ児童センターの施設欄では、２部屋のそれ
ぞれの面積を記している。
２７）５月・６月・９月・１０月・１１月・２月の平均来所人数の合計を６で割った数値を、表１の「通常月の
平均来所人数」の欄に記している。
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２８）「平日（土曜日以外）の平均来所人数」をａとし、土曜日の来所人数を１／６ａと仮定する。また「通
常月」の開設日には、月曜日から土曜日までが均等に含まれていると仮定する。この場合、「通常月の
平均来所人数」は（５ａ＋１／６ａ）÷６として計算されていることになる。したがって「通常月の平均
来所人数」をｂとした場合、ａ＝３６／３１ｂとなる。そこでａ≒１．１６ｂとして、「平日（土曜日以外）の
平均来所人数の推計値」を算出した。
２９）聞き取りを行った児童センターのなかには、屋外遊び場のあるところもあったが、あまり活用されて
いなかった。子どもたちの遊ぶ場所が分散すると、現状の職員数では見守りが困難になるためであろう
と思われる。
３０）本稿の投稿時には、「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準」についての厚生労働省
令は、まだ定められていなかった。しかし査読者の意見を受けて本稿を修正する時点では、この厚生労
働省令が定められ公表されていたため、２０１４年の厚生労働省令にかかわる部分については加筆・修正を
行った。
３１）注３０参照。
３２）山崎陽菜と定行まり子は、東京都区部の学童保育所で、小学校内施設と児童館内施設における室空間
のつかわれ方について調査し、「（小学校内の学童保育所では）校庭と体育館のいずれも使用できない時
間帯には室内が混雑するため、常に利用できる動的な行為のための場所が必要である」と指摘している。
（山崎・定行［２０１２：６５７‐６６２］）
３３）注３０参照。
３４）厚生労働省の「放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況」の調査（２０１３年５月１日
現在）による。
３５）全国の自治体を対象とした全国学童保育連絡協議会の実態調査によれば、１施設の平均入所児童数は
４０．６人であり、１施設平均指導員数は約４．４４人である。（全国学童保育連絡協議会［２０１３：７４］）
３６）小学校の先生からは、「児童センターに来ている子は、一応学校から帰った子であるので、勝手に自
分の教室に入ったりするなど、学校内をうろうろしてもらっては困る」という声があるため、児童セン
ターの職員が子どもにつきそう必要があるとのことだ。
３７）注３０参照。
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